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第９章 最初の５０年（Part Two）
ゲンツのウィーン会議体制の将来予測が正確だっただけではなく，その予測の
根拠として彼が列挙した点に関しても正鵠を得ていた。ウィーン会議体制が１０年
を超える命脈を保つことができたのは，ウィーン会議体制保持という列強諸国に
共通する利害が，列強諸国間の主導権争いを抑制し，均衡状態を生み出すことを
促したからである。他方，ウィーン会議体制が余りに短命だったという見方をす
る場合，その短命の理由は，単に，戦争終息後の時の経過につれて，列強諸国間
の利害の衝突や主導権争いが再び前面に押し出されて来たからではない――この
事実がウィーン会議体制崩壊の原因の一端を担っていたのではあるが――。それ
は，主導権争いの再登場が，ウィーン会議体制をいかに用いるべきかという点に
関して，列強諸国間に元々内在していた見解の相違を際立たせ，一層拡大させた
からである。ヨーロッパには新たな国際的機関が必要であるという一点で，列強
諸国がこぞってウィーン会議体制の形成に合意し，着手し始めたのではあるが，
その形成を図る過程で，各国は相互に異なる国際組織概念――さらには，相互に
異なるヨーロッパ概念――をその体制の中に持ち込んだ。つまり，有り得べき国
際的機関の目的とその制約に関する見解の相違という暗礁に乗り上げたことが，
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結果として，ウィーン会議体制の崩壊に繋がったのである。
この見解の相違は，とりわけ，イギリスとロシア２ヵ国間において際立ってい
た。両国間の見解の相違が表立った問題となった最初が，２ヵ国間の近東（Near
East）［通例，東地中海周辺の諸国やアジア南西部の漠然とした地域を指し，特殊にはバルカン
諸国を指す場合もあるが，ここでは，第一次世界大戦終結以前のオスマン帝国支配下領域のこと。
訳注］をめぐる主導権争いであった。ウィーン会議最終議定書［通例，ウィーン条約
（１８１５年６月９日調印）と呼称。訳注］は，オスマン帝国を各種の協定の適用外として
いた。実は，ウィーン会議の開催中，イギリス首席代表のカースルレイ外相は，
第一に，オスマン帝国の国家としての存立を保障する条項と，第二に，最終議定
書を拡大し，「本議定書の存在を万が一にも危殆に陥れる国家に対しては，共同
で影響力を行使し，必要とあらば，武力を行使する決意」であることを列強４ヵ
国が公けに宣言することによって，議定書をさらに鞏固なものにする条項の両方
を最終議定書に盛り込むという手立てを通じて，近東をウィーン条約の中に取り
込もうとした。これに対して，アレクサンドル１世は，最終議定書の遵守保証を
求めたカースルレイ提案に賛意を示しながらも――この点に関しては，ロシア皇
帝の長年の思いと同一線上にあった――，その中にトルコ帝国の国家保全を確認
する一項を入れ込むことに対しては，およそ受け入れ難い条件を付けてきた。彼
がこうした対応に出た動機は，語るまでもなく明らかだったと言わざるを得ない。
第一の条件は，ロシアのポーランドにおける最近の既得権の承認だったのだが，
言うまでもなく，イギリス政府は，トルコ進出を目論むロシアの動きに一切制約
を課すことができない状況下で，ロシアが手中に収めたポーランド既得権を裏書
きすることになる手続き保証を与えるわけにはいかなかった。
（２１）
一方，アレクサ
ンドル１世は，トルコに対する行動の自由に制限が課せられる事態を何としても
回避しようとした。こうした英露間のパワーポリティクスだけが，ロシア皇帝の
この問題をめぐる対応の動機ではなかった。トルコ保全の保証条項をウィーン条
約に盛り込む条件として，アレクサンドル１世が提示した第二の条件は，オスマ
ン帝国のセルビア人虐殺の即時停止であり，将来に亘る虐殺行為の防止措置の構
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築をウィーン会議参加国すべてに求めたことである。
（２２）
ウィーン最終議定書の保
証拡大を目指したカースルレイ提案は，水面下おける対トルコ政府説得工作の挫
折もあって，水泡に帰したのだが，ロシアの侵攻に対するトルコ防衛がその提案
の主たる動機であったのに対して，ウィーン条約締結のわずか三ヶ月後にアレク
サンドル１世の並々ならぬ尽力によって成立した神聖同盟は，「ヨーロッパのキ
リスト教君主」のみが加盟を認められると規定していた［結果として，イギリス摂政，
ローマ教皇，オスマン帝国皇帝（スルタン）を除く，ヨーロッパのキリスト教君主がこぞって同
盟に参加した。訳注］。従って，その直後に問題化するギリシアの反トルコ支配独立
運動に対するアレクサンドル１世の態度は，ヨーロッパの君主国で頻発する反君
主運動に対する彼の態度とは，根本的な違いがあった。この点に関するカースル
レイの主張は，ギリシアの革命運動は，ウィーン条約締約国が共同行動を約した
ヨーロッパの全般的反体制騒擾運動の一部を成すものであり，従って論理的に言
って，ロシア政府はギリシアの反トルコ革命勢力の鎮圧に協力する義務を負う，
というものであった。他方，アレクサンドル１世の場合は，彼自身の考え方を前
提にする限り，カースルレイとは全く逆の意味合いではあるが，論理的に言って，
オスマン帝国の秩序回復のためにも，さらには，ギリシアに王制に基づく国家を
樹立するためにも，ウィーン条約参加国は須らくロシア皇帝を支援すべきである
ということになる。
（２３）
カースルレイがトルコの政府高官から得た情報によると，
「オスマン帝国政府にとって最大の脅威は神聖同盟」であり，「スルタンとその麾
下の高官たちが，ロシア側から，イスラム教諸国との対峙を目的とする秘密連盟
の形成を執拗に求められている」ということであった。
（２４）
アレクサンドル１世が
神聖同盟に愛着を抱く理由の一端が，近東周辺国家としてのロシアの国益という
ことにあったとしても，トルコとの関連におけるヨーロッパ概念という点に関す
る限り，彼はシュリ，サン＝ピェール，さらには，ルソーの思想にその系譜を辿
ることのできる伝統的なヨーロッパ観の持ち主であった。両者の相違はただ一点，
これら三名の先行思想家とは異なり，アレクサンドル１世は，ロシアがヨーロッ
パの欠かせない一部であると確信していたことである。
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神聖同盟は，ヨーロッパの対トルコ関係に関してだけではなく，ヨーロッパの
秩序にとって必要不可欠な事柄に関しても，伝統的な立場をその内部に包摂して
いた。イギリスの歴史家Ｃ・Ｋ・ウェブスター（Sir Charles Kingsley Webster,
1886-1961）の言葉を借りるならば，神聖同盟は，当時すでに，「大いなる誤解を
招いた文書」だったということであるが，このことに関しては，今もって事態が
変わったとは言えない。事実，ウェブスター自ら，神聖同盟は「アレクサンドル
１世の神秘主義的信仰心の表出」であったという記述を残していたり，ロシア皇
帝については，「半狂人，仮にそうでないとしても，ある種の問題に関する限り，
間違いなく狂っていた」という見解を抱いていたのである。
（２５）
しかしながら，第
一に，神聖同盟に対しては，カースルレイだけではなく，メッテルニヒも疑念と
不快感を抱いていたという事実を思い起こすならば，また第二に，当時のヨーロ
ッパの各国政府が例外なく唾棄すべきものと見做していた共和主義的急進主義
（jacobinism）に代わる新手の理念，即ち，自由主義と民族主義に対抗し得るも
のとして，国家自治権（self-government）という理念を選奨し，推進しようとし
ていたのが唯一人ロシア皇帝であり，その麾下にあるロシア政府であったという
事実
（２６）
に思いを致すならば，そして最後に，アレクサンドル１世の神聖同盟構
想が，元来，反体制勢力に対して君主制の擁護を保証し，また，それに劣らず，
専制君主に対して立憲主義の擁護を保証するシステムとして構想された――その
後，度重なる逡巡を見せたことは否定できないのだが――という事実に焦点を当
てるならば，１８世紀前半の連邦主義的構想，即ち，戦争の回避と理性的な政治制
度確立の手段として，主権国家間の連合体構想を提唱したサン＝ピェールを嚆矢
とする思想家たちの考え方と，神聖同盟の類似性が自ずから明らかになろう。そ
れだけではなく，アレクサンドル１世は，自らの構想を唯々諾々と捨て去るよう
な人物ではなかった。１８２０年の末，各方面からの強い反対の声にも拘わらず，彼
は「ヨーロッパ大陸の列強諸国にかつてフランスが享受していたと同様の優位性
を保証する，即ち，非合法な手段に基づく軍事的反乱或いは革命という特殊な状
況に際しては，ウィーン条約締約国はこうした手段に訴える国家に対して一致団
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結して当たり，緊急事態に対処する方策として，調停によるか武力行使によるか
に関しても，同一歩調を採ることとする」という決意を抱いていた。「こうした
妥当かつ賢明な原則的施策に対して，どこかの政府が異議を唱えると考えること
自体，不自然である」というのが彼の思いだったのだが，それというのも，特に
調停による問題解決に関する限り，彼の思い描く調停が統治者・政府間に権限分
有に関して充分な理解を図るという前提の下で，静穏な政治的・社会的状況の復
旧を期すということにあったからである。
（２７）
アレクサンドル１世の外交攻勢に対
して，カースルレイは，翌２１年，次のような批判を展開したが，彼の言葉には真
実の一端が示されている。政府が「本来，国家の固有の権利である優越性を政府
の属性と見做すことなくして，或いは，その優越性を国家の同意に基づいて獲得
する場合には，諸国家が参入する連邦主義的システムをヨーロッパに持ち込むこ
となくして，……こうした想定外の強大な力を具有することはできない。」
（２８）
アレクサンドル１世のヨーロッパ再組織構想に激しく抵抗するとともに，理に
適った反論を唯一人展開したのが，カースルレイその人である。ヨーロッパがオ
スマン帝国との関係をいかに調整すべきかという点に関して提示されたロシアの
考え方に対して，カースルレイは激しく抵抗したが，これについては，ロシアを
除く神聖同盟参加国，とりわけオーストリア，の支持を取り付けた。イギリスの
国益に劣らず，これら諸国の国益にとっても，ロシアの近東への勢力拡大が甚大
な影響を持たざるを得なかったからである。アレクサンドル１世が神聖同盟盟約
国の道義的支持を得ない状況での単独行動を嫌ったということとともに，こうし
た国益という実利上の理由もあって，神聖同盟のこの方向への動きが頓挫したの
であるが，それ以外の点に関する限り，神聖同盟は，少なくとも当初は，ヨーロ
ッパにおける国家間関係の調整手段として充分に機能していたのであって，参加
各国はアレクサンドル１世の構想を自国の都合や目的に合わせることを通して，
状況に逸早く対応したのである。これら諸国は，ナポレオン現象の衝撃によって
混乱させられただけではなく，１７８９年のフランス革命の衝撃をも強く感じざるを
得なかった。歴史家の中には，折に触れて，民族主義と自由主義への要求を撥ね
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つけたことをもって，ウィーン会議体制を創り上げた往時の指導者たちを批判の
対象とする者が散見されるのであるが，それでは，１９４５年時点での指導者たちが，
ヨーロッパを席巻しようという勢いのナチズムの教理に基づいて世界を再構成す
べきであったのか，と自らに問いかけてみる必要があるだろう。１８１５年以降，ヨ
ーロッパの各国政府は，民族主義と自由主義という政治的害悪を根絶やしにする
決意をこぞって抱いていた。つまり，ウィーン会議体制成立当初から，ロシアを
除くヨーロッパの大陸諸国の思惑は，片や自由主義と民族主義，片や立憲主義と
の間の違いに目をつぶり，等しく唾棄すべきものと見做すという点で，アレクサ
ンドル１世の思惑とは根本的なずれが存在していた。やがて，ロシア皇帝自ら，
オスマン帝国支配下以外の地で，この違いを押し通すことができないことに気付
かされ，かくして，ヨーロッパ大陸諸国にとって，ヨーロッパ内で生起する規模
の大小を問わずあらゆる騒乱状態を圧殺することが，ウィーン会議体制の主たる
目的になって行ったのである。こうした中で，カースルレイは一人，反対の立場
を余儀なくされ，神聖同盟の目指す目的のためにウィーン会議体制が体よく利用
される状況を食い止めようとするのである。
カースルレイの抵抗は，アレクサンドル１世の発想の原点である自らの国際問
題理解とそのアプローチとはまったく異なる地平で国際問題を理解し，それにア
プローチしようとしたことと大いに関わっているのであり，その初源を１８１５年の
時点に見ることができる。ウィーン会議最終議定書の中に保証条項を盛り込むこ
とに関して，参加国の合意が得られず，カースルレイ提案が頓挫した後，彼は間
髪を置かず次の一手に出た。それが１８１５年１１月締結のウィーン条約第６条として，
次のような文言となって具現化したのである。「本条約の執行を保証し，……尚
且つ，締約国各々の安寧と繁栄にとって，さらにはヨーロッパの平和にとって最
も有益と見做される……施策を検討するために」，ヨーロッパの列強諸国が定期
的に参集し，会合を開くこととする。神聖同盟の結成に向けてプロイセン，オー
ストリア両国との交渉を既に始めていたアレクサンドル１世は，この方向への一
歩前進を図る措置として，カースルレイの新提案を歓迎した。しかし，両者の思
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惑には大きな隔たりがあった。ヨーロッパが必要とする新たなシステム構築の中
心母体としてロシア皇帝が考えていたのは，神聖同盟であって，決してウィーン
条約第６条ではなかったのに対して，カースルレイの場合は，神聖同盟をウィー
ン会議体制の一部とすることなく，別個のものとして扱うことに主眼があった。
換言するならば，神聖同盟を単なる理想的感情の表出にすぎないものとして扱い，
他方，ウィーン会議体制の下で今後開催される各種の多国間会議については，国
家間に生起する外交問題プロパーの解決を図るための外交上の道具立てとするこ
とが彼の主たる目的だったのである。その後，１８１８年に開催されたエクサ＝ラ＝
シャペル［ドイツ語表記では，アーヘン（Aachen），訳注］会議に際して，イギリス・
リヴァプール内閣の閣議に提示された覚書きの中で，カースルレイはこの点につ
いて，次のように詳述した。「１８１５年９月２６日締結の同盟［神聖同盟のこと。訳注］
の崇高な原則は……ヨーロッパの新たなシステムにおける政治的良識を言い表し
たものと見做すことができよう。しかしながら，各国君主のこの厳粛な行為とそ
こで交わされた論議を，国家と国家を結び付けている通常の外交上の責務と混同
したり，また，これまで通りの慣習と形式に従って結ばれた条約の中においての
み求められるべき通常の外交上の責務と同一視することは，各国君主の崇高な理
念を冒涜することに等しい。」
（２９）
この点に関しては，すでに１８１７年のパリにおける大使級会談の席上，カースル
レイは，この会談を改組・拡大の上，ヨーロッパ各所で密やかに蠕動している革
命家の陰謀的企てを封じる列強諸国の恒久的機関にしようとするメッテリニヒ提
案に真っ向から反対し，「連合国代表諸氏にあっては，自らの立場を本来の機構
上の枠組みの範囲内に止めるべきであって，例えば，ヨーロッパ評議会（European
Council）というような組織を立ち上げ，そこに国際的諸問題の取り扱いを委ね
るような愚を犯すべきではない」と述べた。
（３０）
さらに，上述のエクサ＝ラ＝シャ
ペル会議の場においても，全ヨーロッパ諸国が現に劃定している国境線と各国の
所有に係る国富を保障するとともに，既存の政治形態を保証する普遍的な条約を
締結することによって，神聖同盟の強化を図ろうとするロシアの外交戦術に対し
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て，カースルレイは明確に反対の姿勢を打ち出した。ロシア側の提案を，「各国
の領土の現状に限らず，王権に帰属するものの現状を，相互に保障する共通の連
盟体形成を通して，すべてのヨーロッパ諸国がともに結び付きを強め合い ＊，野
望に満ちた企てをもって，或いは，革命的な侵犯行為をもって，その現状の改変
を画策する最初の国家に対しては，万已むを得ないと判断した場合には，ともに
軍を進めて対処する」と彼なりに要約したカースルレイは，前述の覚書きをした
ためて，その提案を一蹴するとともに，自らの立場を全閣僚に詳細に亘って知ら
しめた。
＊ イタリック体の部分はカースルレイ自身の強調部分。
ナポレオン戦争におけるフランスの敗北を機に締結された諸条約は，その一部
が全ヨーロッパ諸国を一律に拘束する約定であり，その意味で，それらは「ヨー
ロッパの領土的システムを……再び秩序立ったものとして再興させた謂わば『大
憲章』（Grande Charte）」だったのである。しかしながら，同時に，その守備範
囲をほぼ全面的に各国間の領土の劃定に限定しており，しかも，条約締結の当事
者たちが「これら諸条約の遵守を一律に強制した場合，最悪，本連盟体（Confed-
eracy）の存続自体を危殆に陥れかねないという怖れを抱いていた……」ことも
あって，カースルレイが望んでいたに違いない強制力の付与については，一切条
項らしき規定を定めていなかった。従って，これらの条約を厳密な意味での同盟
関係を律する形式を備えたものと見做すことができないとも言える。さらに続け
て，カースルレイは，明らかにトルコ問題を念頭に置きつつ，「ヨーロッパのシ
ステム内に，こうした強制力を伴わない条約が適用される地域と，そうした条約
の効力が及ばず……所有権の帰属がナポレオン戦争以前に締結された条約なり国
家間の決議なりに左右される地域が混在し，しかも前者の地域に対しては，安全
保障上，何ら特別な，或いは優先的な手立て」を付与してしないと語る。ナポレ
オン戦争後に締結された各種の条約の中には，強制力に言及しない集団的条約以
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外に，個別国家相互間に限定的に適用される条約も締結された。その代表例が，
英・墺・普・露の「４大同盟国」間の「１８１５年１１月同盟条約［ナポレオン戦争勝利
後の１８１４年３月に成立したショーモン条約（Treaty of Chaumont）を発展的に解消し，フランス
の監視を主たる目的として締結された四国同盟（Quadruple Alliance）条約。その後１８１８年には，
フランスの参加を認め五国同盟条約へと発展した。訳注］」である。この条約は厳密な意
味における条約であって，「フランスの力に抗してヨーロッパを保全する」とい
う明確な目的が掲げられており，さらには，この目的を達成するために，武力を
行使する用意があること宣明にしている。この条約には，フランス国内で革命的
騒乱状況が今一度生起した場合には，締約４カ国のフランスへの干渉の正当性を
否定しないと規定されていた。但し，この規定の発動に関しては，フランスの騒
乱状態が他国の安全を危殆に陥れる場合にのみ適用されるとしていた。つまり，
「唯一安全が担保される原則は，ロー・オブ・ネーションズ（the law of nations）
原則である」という考え方に基づいていたのである。この考え方の正当性は，フ
ランスが大国の仲間入りを許されるようになる１８１８年以降には，ますますその重
みを増してきた。従って，四国条約は，基本的には，領土関係に齎された新たな
現状（status quo）の維持・保全に限定されていたのであり，それが目的とする
のは，集団的な保証によっては実現し得ないヨーロッパの新領土システムの保証
を，「四国同盟の保護下に」置くことであった。
イギリス政府は，四国条約を忠実に履行する意思を充分に持っていただけでは
なく，その忠実な履行を保証するために，同盟国とともに定期的に開催される会
議に参加する用意もあった。しかし，同時に，イギリス政府には，「ロー・オブ
・ネーションズ原則に抵触する，或いはロー・オブ・ネーションズ原則が拠って
立つ他国の権利という国家存立の機微に属する事柄を蹂躙する」懼れのある方向
での条約の拡大解釈に対しては，妥協の余地はなかった。ましてや，一国内のあ
らゆる変化を敵視し，変化に対する全般的かつ無条件の敵対保証の付与を基礎と
するヨーロッパの統治システムへと，四国同盟条約を改変・拡大することに対し
ては強い拒絶反応を示した。「権力が濫用される可能性とその度合いに一切考慮
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を払うこともなく，現有の権力の支持へと安直にひた走る懼れのあるこうしたシ
ステム以上に，一国の政治の全般的な性格にとって有害無益なものはない」とい
うのがイギリス政府の基本姿勢だったのである。
（３１）
カースルレイは，上述した立場を彼の政治活動の全生涯を通して，首尾一貫堅
持した。幾つか例証を挙げるならば，１８２０年に醸成されたスペインの内乱状態の
鎮圧のためにウィーン会議を利用しようとするロシアの意図に対しても，１８２０年
７月開催のトロッパウ［現チェコ共和国東部の都市オパヴァ（Opava）のドイツ語表記，訳
注］会議（Congress of Troppau）及び翌２１年１月に開催されたライバッハ［現ス
ロヴェニア共和国の首都リュブリャナ（Ljubljana）のドイツ語表記，訳注］会議（Congress
of Laibach）において，ナポリ王国の政治的騒擾状況を生み出している反体制勢
力の撲滅を志向する露・墺・普３ヵ国の議事運営に対しても，反対の立場を明確
するとともに，ギリシアの対トルコ独立運動支援を口実に，ギリシアの内政に干
渉しようとするアレクサンドル１世に対しては，１８２１年を通して，介入を思い止
まるよう最大限の労を惜しまなかった。
（３２）
彼がこの立場に固執したのは，勿論，
幾つもの動機があったからである。しかし，革命への同情心――彼にそういうも
のがあったとして――にしても，イギリスの世論が革命一般に同情的であり，神
聖同盟諸国の手になる革命的状況の鎮圧に対しては，こぞって反対の意向を有し
ていることを充分に認識していたとしても，こうしたことは動機としては決して
強いものではなかった。大国が国家として「正当な」利害を有する地域において，
反体制的騒乱状況が生起した場合，カースルレイがその鎮圧に向けた行動に出る
ことに反対の声を上げたことは一度としてなかった。事実，１８１９年のドイツ国内
の騒擾状態に関して，彼は「我が国の公然とした是認を与える権利を有する立場
にはないが」，「我が国は常に諸悪の根源が根絶されることに喜びを禁じ得ない」
という言葉をメッテルニヒに伝えていたのであり，
（３３）
さらに，１８２０年には，オー
ストリアとイタリア諸国がナポリ公国の反乱鎮圧に乗り出すことを切望していた
のである。
（３４）
カースルレイがこうしたことを公言し得なかった理由は，言うまで
もなく，いかなる鎮圧政策にも反対するという当時のイギリスの世論動向にあっ
190
たのであるが，しかし，「我が国の現今の気分」と彼自ら称するものが，例えば，１８１６
年段階では，神聖同盟設立に向けて奔走するロシア皇帝アレクサンドル１世の意
図を公然と擁護する
（３５）
妨げにならなかっただけではなく，後年，そのロシア皇
帝の構想に真っ向から対峙する上で，誰よりも重要な役割を果たす妨げにもなら
なかった。
カースルレイにとっては，大国としてのイギリスの利害・得失に対する関心の
方が，より大きな動機付けとなっていたのであり，この結果，カースルレイの論
旨展開には少なからず矛盾点が散見できる。オーストリアによるドイツの騒乱鎮
圧，オーストリア或いはイタリア諸公国によるイタリアの騒乱鎮圧，ロシアによ
るポーランドの騒乱鎮圧，さらには旧敵フランスによるスペインの騒乱鎮圧でさ
え――これらはすべて受容可能な措置であると見做すのだが，他方，複数の大国
による集団的鎮圧行動には必然的にスペインやイタリアへのロシア軍の派遣とい
う事態を伴い，これは到底容認できないことだった。従って，オーストリアに関
しては，「可能な限りの理に適った保証を提示する用意があり，またその見解が
……現有のヨーロッパの領土劃定システムを覆すものでない限りにおいて」，オ
ーストリアには，ヨーロッパ諸国間の領土劃定に関する取り極めに基づき，自国
の勢力圏に属するドイツ及びイタリアにおいて，独自に行動する自由が付与され
ているのであり，「イギリス国王は，いかなる国家であろうとも，それが遂行す
る……政策がヨーロッパに打ち樹てられた勢力均衡状況を危殆に陥れるものでな
いこと，或いはそれに何からの変更を齎すものでないことを，自らに納得させる
完全な権利と逃れられない義務を有するものである」と語る。
（３６）
ロシアのオスマ
ン帝国への単独干渉に関しては，「新たな領土分割であり，ポーランド分割の二
の舞になる！」として，オーストリアの単独干渉の場合とは異なる見方を提示す
る。
（３７）
彼がこのように言う理由は，トルコがロシアの勢力圏にあるとは認め難か
ったからである。彼は，ロシアのトルコへの影響力強化の主張――さらには，ロ
シアの影響力の深化を窺わせる様々の明白な事実――に抗って，「トルコの現状
を含むヨーロッパの現存システムは，全般的な同盟関係の維持・継続を保証する
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遺漏なき注意深さと衷心からの保護の下にある」という論理を展開した。
（３８）
こう
した論理も，イタリアにおけるオーストリアの単独行動を否としない限り，トル
コにおけるロシアの単独行動を思い止まらせることにはならなかった。そこで，
一方では，現有の全般的同盟関係という枠組みの下では，ヨーロッパ地域におい
て一切の集団的行動を採ることを得ずとしながら，他方では，トルコに関して，
集団的干渉以外の採るべき行動はあり得ないと主張せざるを得なくなった。カー
スルレイの論理矛盾はこれだけに止まらない。アレクサンドル１世が望んでいた
のは，まさにトルコに対する集団的干渉行動であった。つまり，ヨーロッパの秩
序安寧を担保するために，そこで生起する反体制運動の鎮圧に従事する同盟諸国
に対して，ロシアはそれを是として支援する用意があるのだが，まさにそれと同
様に，オスマン帝国地域の秩序安寧を担保するために，ギリシアの独立に向けて
尽力しているロシアに対して，同盟諸国はそれを是として支援すべきである，と
彼は主張するのである。
（３９）
この主張に対して，カースルレイは，折々，ギリシア
の独立運動指導者が今や「ヨーロッパ全体に蔓延しつつある組織的な反体制運
動」の中核とは言わないまでも，その重要な一翼を担っているのであり，従って，
論理的には，そうした運動を押さえ込もうとするのがロシア皇帝の自然な行動で
なければならない，という反論を展開した。
（４０）
ギリシアの独立運動の鎮圧という
目的を掲げて介入するロシアも，反対に独立運動支援という名目を掲げて介入す
るロシアも，ともにカースルレイにとっては，受け入れられないことであった。
さらに言うならば，ロシアがギリシアの独立運動鎮圧という目的を掲げて介入す
ることは万が一にもあり得ない，ということを彼は見通していた。この問題に関
する彼の最終的な見解は，「高潔かつ寛大な心を持つ者はすべて，次のように自
らに問いかけずにはいられないであろう。……トルコ支配の軛に繋がれ，呻吟す
る彼らギリシア人とキリスト教信徒に手を貸さず，その支配が永遠に続く状態の
まましておくべきなのかと……」という告白めいた言葉に表れていると同時に，
ギリシア支援を目的としたいかなる介入も，「疫病よりもはるかに質の悪い負の
遺産を背負う」ことになる，という言葉にも見事に表れている。つまり，カース
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ルレイにとって，ギリシア人の独立への要求は，「時の経過と神の摂理（Provi-
dence）」に委ねるべき性質のものだったのである。
（４１）
しかしながら，彼のこうした矛盾に満ちた論理も，また矛盾する論理を彼に喚
起させたイギリスの国益への思い入れも，ともに，神聖同盟構想に対するカース
ルレイの反対論が，その根底のところで首尾一貫した整合性に裏打ちされていた
という事実を否定し去ることはできない。実は，彼の論理展開の矛盾は，いずれ
も主として彼自身の別の認識がその背景にあって出てきたものである。つまり，
彼にとっては，国際的協力関係における実現可能性というものに対する彼自身の
限界認識の方が，自国の国益への思い入れよりもはるかに重要な役割を果たして
いたのである。今後も存続させるべきものとしてウィーン会議体制を捉える限
り――実際，彼はその存続を心から願っていたのであるが――，現にある姿とは
異なる方向でその体制を運用しなければならないという確信を彼は持っており，
その確信が彼に矛盾を孕んだ言説を行わせたのである。国内の諸革命を通して発
展させてきた政治制度である議会制国家としてのイギリスが，会議体制からの自
国の内政への干渉には徹頭徹尾反対すること，また，ギリシア，イタリア，中南
米諸国を初め，およそ海洋に面し，交易と融資の対象として開かれていると見做
し得るいかなる地域であれ，そこで生起する革命的状況に対するイギリスの政策
形成過程においては，自国の交易上及び財政上の国益優先という考え方が，内政
干渉不要論を一層増幅させる役割を果たすこと，さらには，イギリスとしては，
会議体制をヨーロッパ各地の革命的状況の鎮圧という方向で機能させようとする
事態に対しては，イギリスの参加なくして，ヨーロッパ大陸諸国が協調して会議
体制を機能させようとする状況であると見做し，従って，それを座視するわけに
はいかないということ――こうしたことをカースルレイは正確に認識していた。
それだけではなく，フランスの脅威――かつてイギリスは，この脅威への対抗上，
多国間条約に基づく会議体制の創設を志向したのだが――が今や多くのイギリス
人の関心事として，急速にその重要性が薄れてきた事実，早くも１８１８年の段階で，
政敵ジョージ・カニング（George Canning, 1770-1827）［イギリスの政治家。後年，
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外相，首相などを歴任。カースルレイとは犬猿の仲で，その不仲が決闘という時代錯誤の珍事を
引き起こした。訳注］が，「我が国の本来あるべき政策が，緊急事態に直面した場合
を除いて――勿論，その場合には，圧倒的な兵力を差し向けて介入する用意があ
るのだが――，常にヨーロッパの大陸政治には干渉しないということにあったに
も拘わらず」，「新たなしかもいかがわしい」会議体制によって，「我が国は必然
的に……大陸政治のあらゆる側面に巻き込まれざるを得なくなる」
（４２）
と発言して
いた事実，さらには，彼が外相を務めるリバプール（Robert Banks Jenkinson, sec-
ond Earl of Liverpool, 1770-1828）内閣自体が，ロシア皇帝アレクサンドル１世
が望む会議体制の連盟（league）体制或いは連合（confederation）体制への転換
は当然論外としても，ウィーン会議最終議定書第６条に基づく何らかの「永続的
システム」の創設についても，政府内外からの様々な圧力の下で，反対の立場を
採らざるを得ないという事実
（４３）
――こうした事実をカースルレイは正確に認識
していた。これら一連の事実以外にも，彼が確信していたことがある。それは，
連盟体構想は連盟というものの性格上実現不可能であり，たとえイギリスの政策
なり国益なりが現にあるようなものでないとしても，また仮に連盟体を機能させ
るべく全会一致で全力を傾注したとしても，挫折する運命にあるという確信であ
る。そして，ウィーン会議体制を神聖同盟的方向に拡充・拡大させようとする試
みが，ナポレオン戦争に勝利した後，多大の尽力と労苦を伴って漸く達成された
ヨーロッパの協力体制を崩壊へと導くことになるという確信から，彼はそうした
連盟構想に首尾一貫して反対の立場を採り続けたのである。
カースルレイが心底からの思いを吐露した言説は，例外なくこのことを明らか
にしている。彼がエクサ＝ラ＝シャペル会議出席中に書き上げた覚書きの結語部
分の一節では，「世界の平和と安寧を目的とする普遍的同盟体が抱える問題は，
それが常に無責任な思い付きと願望の所産だということであり，そうした同盟体
がこれまで一度たりとも実現されたためしがない。実現が困難であるということ
から，運を天に任せるようにしたところで，決して実現されることはないのであ
る。それでも，その実現に向けて走り続けようとする者がいるかも知れないが，
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その場合でも，この四年の間に達成されてきた以上のものには到底なり得ない」
と語る。
（４４）
彼にとって，ロシア皇帝の諸提案の最終的帰結は，ヨーロッパの同盟
体構想の前進ではなく，逆に，今までの成果をすべて根こそぎ破壊することなの
である。１８２０年のトロッパウ会議開催の直前には，「ロシアが我々を山頂の高み
へ導こうとすればするほど，我々は愈々平地へと下り降りて行くことになる。…
…ロシア皇帝が目指すシステムは，君主としての彼だけではなく，人間としての
彼に栄誉を与えるものであり，彼が自らに課した最終目的以上に純粋無垢な目的
はあり得ない。……しかしながら，このシステムは一点の瑕疵もない完全性を希
求したものであって，今世紀においても，或いは人類にとっても，適用可能なも
のであるとは我々には思えない。……それは空虚な願望なのであって，それを我
がイングランドが追い求めることなどおよそ考えられない。すべての無責任な思
い付きは，我が国の考慮するところではない」と書き記している。
（４５）
さらに，ラ
イバッハ会議の議事運営を批判した１８２１年の回覧文書の中にも，同じような趣旨
が述べられている。謂わく，アレクサンドル１世の「連邦主義的システム」は，
「その目的に関して，非現実的かつ無益であるばかりでなく，数多くの計り知れ
ない深刻な結果を齎す」ものである。
（４６）
彼が推し進めようとする連邦主義的システムを効果なしとする理由は，「各国
の合意に基づいて平和的に行うにしろ，各国の力を背景にして武断的に行うにし
ろ，一国の国内的変化の方向を修正，制限，或いは統制するという考え方」は――
こうした考え方自体，カースルレイにとっては，「異論のある」（objectionable）
しかも認めるにはあまりに「危険な」（dangerous）考え方であったが――，実
行「不可能」（impossible）かつ「まったく現実離れ」（utterly impracticable）し
たものだったからである。
（４７）
こうした言葉遣いは，ロシアがスペインの革命鎮圧
のために軍隊を派遣しようと画策していることに反対して，カースルレイが１８２０
年５月に外務省公式文書の中で用いたものであるが，それ以前にもそれ以後にも，
彼の議論には同じような言葉遣いが繰り返し使われている。例えば，すでに１８１８
年段階で，スペイン領南米植民地諸国における反乱鎮圧のために，ヨーロッパ諸
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国に武力介入を望むスペインの政策に対しては，「欺計的」（delusive）という言
葉を用いて批判し，その際，「多国籍軍の介入という現実を前にして，イギリス
自らが慎重に選択した方針を変更せざるを得なくなる状況を意図的に作り上げよ
うという魂胆」に負けず劣らず「欺計的」だと指摘している。
（４８）
ナポリ王国での
反体制運動勃発後の１８２０年１０月には，イギリス政府を「ヨーロッパ諸国が意味も
なく（fruitlessly）現実的な施策とは別個に反体制運動を非難する目的で出す共
同宣言に参加させるつもりはない。……我々は何らか現実的な施策を伴わない単
なる宣言を，真に価値あるもの，充分に信頼の足るものとは見做さない。……弱
体化している政府は瓦解させるに如かずとする悪しき（bad）考え方に対して，
全体として広く一般に受け入れることができる現実的な施策とは何であるのか，
この点については，我々も残念ながら未だ言い当てられずにいる」と語る。
（４９）
翌
１１月には，ポルトガル王ジョアン６世（Dom João VI, 1767-1826）［１８０７年，フラン
ス軍の侵攻により王家一族とともにイギリス海軍の護衛の下，ブラジルに逃亡。１６年にポルトガ
ル王に即位するも，２１年まで本国に帰還することはなかった。訳注］に対して，「武力によ
って再びポルトガルを征服できるという淡い期待を神聖同盟に賭けてはならない
……」と警告を発し，続けて，「私は神聖同盟を目的達成の手段として利用しよ
うとする際には，常々，ポルトガル王の家臣団にその同盟組織の幻惑的（illusory）
本性に逸早く気付くよう最大限の努力を傾けていた」と書き記していた。
（５０）
１８２０年１２月，トロッパウ会議で採択された議定書への抗議の姿勢を示した外務
省公式文書の中で，カースルレイは，さらにその批判の筆法を鋭くする。「国家
間の干渉という著しく極端な権利を法的に正当な形で制定することができるはず
もなく」，この権利は，国際法及び各国間の諸条約の実態に抵触するのと同様に，
「同盟体がいかなるものであれ，それが本来具有する属性であると見做すことは
できない。」それだけではなく，多国間による共同干渉権を実際に行使すること
はおよそ不可能である。共同干渉の権利を広く世界に周知させることは，革命的
状況の醸成を未然に防止するどころか，「近年の革命的状況は，フランス革命の
最も際立ったしかも最も手ごわい特徴であったあの武装闘争中心主義的気運を，
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未だ見せていない。……このような比較的静穏な状況下において，他国からの武
力介入の不安に怯える諸国民の間に……いかなる感情を引き起こさせ，いかなる
希望を持たせることができるというのだろうか。さらには，他国の軍事力や圧倒
的な影響力のみに依存して，安定した国内の政治体制の樹立を図ろうとすること
がいかに絶望的な試みであろうか。」このような試みは，「ヨーロッパ全域に亘っ
て，国民感情を刺激し，国民的議論を沸騰させずにはおかないだけではなく，そ
のことによって齎される結果を……我々人間の想像力で予見することができず，
さらには，いかなる国家間の結合形態をもってしても，その結果を制御すること
ができないに違いない。」
（５１）
至極当然のことではあるが，こうした指摘を境にして，カースルレイの主張が
次の段階，つまり，ヨーロッパの列強に対して神聖同盟を機能させるような行動
を採らないようにという要請へと移って行く。神聖同盟をヨーロッパの同盟体と
して実質的に機能させ，その結果，「いかなる国家間の結合形態をもってしても，
その結果を制御することができない」ようになると――換言するならば，実質的
に非現実的かつ無益なだけではなく，「数多くの計り知れない深刻な結果」を齎
すような場合――，彼が最も怖れるのは，列強間に作り上げられたばかりの新た
な協力体制が崩れ去って行かざるを得ないということであった。この点に関して
は，彼は先に触れた１８２０年５月の外務省公式文書の中で，反体制革命運動鎮圧に
対する反対論の一環として展開している。四国同盟［１８１５年成立当初の英・露・墺・
普間の同盟関係が，１８年以降はフランスが加わり，五国同盟となる。訳注］参加国が「すべ
ての問題に関して，全く同じ感覚を共有する」と期待すべきではない。参加国の
利害は同じではなく，何らか行動を起こす際，同じ手段或いは同じ自由を参加国
が持っているわけでもない。さらに，「専制的な東方諸国と立憲的な西方諸国の
間には，外見上の違いだけではなく，方法論上の違い」さえ存在する。このこと
が国家間の協力関係を無に帰させるというのでは勿論ないが，こうした違いを全
く無視して，他の諸国にはとても追随できない「国家による他国の国内問題への
介入原理」を前面に押し立てて，集団的行動を執拗に主張することによって，協
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力関係が突き崩されるである。
（５２）
カースルレイの議論の論旨展開は，このことだ
けに止まらない。１８２１年，彼はギリシアを支援しトルコに介入しようとするロシ
アの動きに反対の姿勢を明確にしたが，その理由は，部分的には，「仮にトルコ
がロシアの圧力に屈し奇跡的に手を引くことがあったとしても，……現在辛うじ
て生存を維持し，将来に亘ってもその存続が保証されないであろうギリシア人民
が，……現在以上に欠陥の少ない統治形態を……自らの手で形成できるかどう
か」ということに「全く確信を持てなかった」からである。しかし，彼の反対論
の中心的論拠は，「このような試みが，トルコに限らずヨーロッパ全土に引き起
こすであろう破滅的な混乱状態と収拾不能かつ消耗な論争」に対する怖れにあっ
たのであり，こうした状態がヨーロッパに齎された場合，「我が国を拘束する同
盟諸国との厳粛な取り極めの遵守を保証した，現行の国際関係システムの果実と
運命を……危殆に陥れる」ことになるからであった。
（５３）
彼は，すでに１８１６年段階
で，アレクサンドル１世の各国間の軍事力同時削減提案に対する返答の中で，同
様の趣旨を次のように詳述している。「多数の国家間において軍事力の規模を再
調整しようとすることは，再軍備に対する各国の手段，立場，能力等々がこれほ
ど異なっている状況下においては，交渉に際して尋常ならざる複雑な問題に直面
することを意味する。……このような軍事力再調整システムが作り上げられた場
合でも，すべての参加国にとって，部分的ながらも軍事力を増強する必要に駆ら
れる危険性から逃れられず，その結果，様々の難問を抱え込まずには済まされな
くなる。……この点に関しても，その他国家間に嫉妬心を駆り立たせずにはおか
ない様々の問題と同じように，極端にやり過ぎると，それに伴って各種の難問を
解消させることに通じるのではなく，反対に，それらを際立たせる結果を齎すだ
けである。……従って，採るべき最善の方策は，おそらく，各国が可能な限り当
該地域の実情に適合するような形での軍備縮小を実現することであろう」，尚且
つ，各国がこうした姿勢で臨むようにするための最善の方策は，「率直かつ融和
的な外交システム」に依拠することであり，また「現在，幸運にも機能している
この同盟体原則を堅守すること」である。
（５４）
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カースルレイが強く反対したのは，単に，列強の反体制革命運動鎮圧政策に対
してだけではなく，――１８２０年５月の外務省公式文書の中で述べているのである
が――「何らかの重大な政治的事件が発生した場合には，時と場所に関わりなく，
……統轄権行使責任という名の下に，五国同盟参加国が集団でその責任を果たす
ことを，当然視する考え方」に対してであり，「この考え方が疑問を感じさせる
ことなく受け入れられていること」に対してでもあった。
（５５）
しかも，彼がこの考
え方に強く反対したのは，自国の国益に資するか否かという狭い料簡からではな
く，彼自身にとっての一般原則――五国同盟参加国は，自国の国益が許す限り，
共同行動を採るべきであり，他方，しばしば起こり得ることであるが，自国の国
益が共同行動を許さない場合には，同盟の維持に配慮して，慎重さと相互への寛
容さを持って行動すべきであるという原則――に抵触するものだったからである。
同盟諸国が一国の例外もなくこの原則に基づいて行動する場合に限り――つま
り，１８２１年に彼がアレクサンドル１世に伝えた言葉を引用するならば，「全世界
を眼前に迎えて，自国の原則を誠実に履行するとともに，自国に固有の行動様式
を堅守する各国が，それにも拘らず，同盟関係の基本的義務に不変の忠誠を保持
し続ける場合に限り――，同盟締約各国は，「自制心に基づき慎重に運営されて
いる現在のヨーロッパ体制が，ヨーロッパの安全と安寧のために長期に亘って存
続すること」
（５６）
を期待できるのである。カースルレイの信念に従うならば，こう
した方策によってのみ，彼が１８１５年１２月の時点で，「［英・露・墺・普の］列強４
ヵ国の内の１ヵ国でも参加しないことを想定した場合，根底から危殆に瀕するこ
とになるであろうヨーロッパの安全にとっての偉大な機関」
（５７）
と言い表した同盟
関係を継続的に維持できるのである。さらに，この同盟関係を継続的に維持し得
る場合に限り，各国はその同盟関係の基礎の上に，「率直かつ融和的な外交シス
テム」を発展させる展望を有するようになるのである。彼は，１８２０年１０月，この
外交システムを「コンサート」（Concert）と呼称するとともに，それを「五国同
盟の守備範囲以外の問題を処理する上においても，しばしば有用なだけではなく
必要ともなる」システム，さらには，イギリスが「そこへの参加を決して躊躇す
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ることのない」システムであると定義付けた。＊
（５８）
＊ カースルレイは，早くも１８１８年１０月，エクサ＝ラ＝シャペル会議に提出した覚書き
の中で，「コンサート」に言及しているのであるが，その際にも，アレクサンドル１世
が提案する「連帯同盟」（Alliance Solidaire）と自らの「コンサート」を対照的に論じて
いた。この覚書きの最終節は以下の通り。「平和と秩序の保全のために，相互に協議し，
必要とあらば仲裁の労をとる四国同盟４ヵ国によって生み出される有益な効果は，……
フランスを含めた５ヵ国の同盟へと拡大した場合であっても，適正な協調（concert）
体制に対して，フランスの新規加盟が背負いきれないほどの問題を生じさせるわけでは
なく，従って，四国同盟下と同等であると思われる。その上，フランスを含む同盟関係
は，仲裁能力のあるフランスの道義的権利と影響力に測り知れない貢献を付加すること
になろう。」
（５９）
カースルレイと大陸諸国の間に存在した溝は，即ち，ウィーン会議体制の在り
方に関する二つの解釈――アレクサンドル１世の神聖同盟か，カースルレイの説
く「コンサート」か――の間の溝であった。カースルレイは，外務大臣としての
職務遂行中に［在任中の１８２２年８月，神経衰弱から自殺。訳注］この溝を埋めることが
できなかったのだが，その理由は，彼の後継者としてカニングが外務大臣に就任
した１８２２年以降，神聖同盟を実質的な瓦解へと導くことがイギリスの政策目標と
なったからである。カニングは，同年１０月に開催されたヴェローナ会議（Congress
of Verona）［四国（後の五国）同盟が主催した一連の列強諸国会議の最後のもの。スペインに
対するフランスの軍事介入を巡って，イギリスと大陸諸国間の溝が埋まらず，協調体制の終焉の
始まりを画した会議。訳注］においても，翌２３年においても，スペインの反体制運動
に介入することを拒絶するとともに，スペインの内乱状況を討議する会議への参
加をも拒否した。１８２４年になると，東方問題に関する会議への参加を拒否する一
方で，露・墺・普・仏の列強４ヵ国の頭越しに，ギリシアの反体制運動集団に交
戦権を付与することを公けにした。同年，再度列強４ヵ国との事前協議を経ずに，
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スペインの中南米植民地諸国の独立を一方的に認め，翌２５年には，ポルトガルの
南米植民地ブラジルの独立を承認した。１８２６年，こうした一連の行動に基づき，
「我が国は，旧大陸ヨーロッパの不均衡を匡すために，新世界の存在を要請する」
とカニングは明言し，さらに，同年，「神聖同盟はもはや一枚岩の存在ではない。
私が神聖同盟参加諸国を個性を有する個別国家へと分解したのである」と彼は公
然と言い放った。
（６０）
しかしながら，カニングの推し進めた政策が神聖同盟瓦解の
唯一の原因だったわけではなく，また，しばしば言われるように，「ウィーン会
議体制は当初からその瓦解を運命付けられていた」という主張も，会議体制の崩
壊とともに，会議外交というカースルレイの希望が潰えたという主張も，
（６１）
とも
に正当な評価とは言えない。
神聖同盟瓦解の決着をつけたことを自認するカニングは，しかし，状況がどう
であれ，神聖同盟を巡って現実に生起しつつあったことを達成したという栄誉を
授かる存在に過ぎない。神聖同盟の辿った歴史をつぶさに見るまでもなく，カー
スルレイがその非現実性・非機能性を指摘していたことが，いかに正鵠を射たも
のであったかがわかる。ヨーロッパ各国の内政に対する干渉提案を不断に議論の
対象とするような同盟体そのものが，大陸列強４ヵ国間の団結にさえ，瞬く間に，
ひ

び

を入れさせる結果を齎したのである。オーストリアは，ロシアのイタリアに
おける策謀の風評やバルカン半島へのロシアの予想される派兵に戦々恐々とし，
ロシアとプロイセンは，ドイツ各地におけるオーストリアの行動に神経を尖らせ，
また，オーストリア・ロシア・プロイセン３ヵ国は，行動の自由の抑制を一致し
て誓約した対象国であるかつての征服者フランスのスペイン侵攻政策を猜疑の眼
で見ていた。一方，フランスは，ロシアがスペイン宮廷と交渉しているという情
報や，スペインへの軍事介入をロシアが申し出ているという情報に振り回されて
いた。このように主要列強の思惑が二重三重に交錯する状況下で，神聖同盟は，
カニングがそれに対して公然と反旗を翻す以前に，すでに実質的な解体の最終段
階を迎えていたのであって，カニングの政策はその解体を促進させ，決定付けた
に過ぎない。ウィーン会議体制下で開催された諸会議が，平和時において国際問
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題を調整しようとする史上初めての多国間会議であったとするならば，ウィーン
会議体制の崩壊は，その後幾度となく繰り返される――例えば，過去１５年に亘る
国際連合という国際機関の実験の歴史や，過去半世紀に亘るイギリス連邦構想の
発展史に見られる如く――歴史的真実の最初の明示的例証だったのである。つま
り，神聖同盟が加盟国に要請していたほどの緊密な協力関係を，４ヵ国或いは５
ヵ国の自立した国家群が長期に亘って維持・継続することはおよそ不可能なので
ある。
カースルレイのヨーロッパ秩序構想については，神聖同盟的発想と同様，非現
実的なものであったという主張がなされているのだが，この主張に根拠らしい根
拠があるとは言えない。巷間に流布している解釈としては，第一に，仮に最適な
国際環境に恵まれたとしても，通信手段が充分に発達していない当時のヨーロッ
パにおいては，国際的機関の樹立には時期尚早であり，従って，彼の構想は一時
的な適用を可能とするに過ぎず，第二に，現状の維持を目指した彼の構想は，絶
えず変動する世界にあっては，挫折せざるを得なかったのであり，第三に，彼の
構想には，世論の支持，とりわけ本国イギリスの世論の支持が欠けており，そし
て最後に，彼の構想によって，列強諸国間の利害の衝突，とりわけ西側諸国と東
に位置するロシアとの間の利害の衝突を克服できる可能性はなかった等々の解釈
がある。
（６２）
このような解釈が出されるのは，カースルレイの時代認識とその態度
を正しく理解していないからである。彼は国際的機関の樹立を目指していたわけ
でも，現状の維持に殊更大きな重要性を認めていたわけでもない。彼の秩序構想
は，列強諸国間に利害の対立が現実に存在することを認め，その状況に相応しい
政策を模索するという点に最大の特徴がある。従って，謂わばイデオロギー闘争
における自由主義の旗手としてイギリスを措定したり，さらには，当時イギリス
において広く流布していたヨーロッパ観，即ち，自国の国益増進を専ら目的とす
る国家間システムとしてのヨーロッパという捉え方を受け入れていた後継外相の
カニングとは，そのアプローチの手法において異なり，カースルレイの場合は，
国際的な協力関係の構築への自らの関心を，世論の動向に従属させようとはしな
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かった。さらに重要な点を指摘するならば，カースルレイの秩序構想は，神聖同
盟的秩序観と同様の非現実性に満ちたものであったどころか，神聖同盟がその命
脈を絶った後になっても，歴史的な命脈を保ち得たのである。ウィーン会議体制
の挫折が，実は，列強諸国間の協力関係という時代の終焉ではなく，むしろ，そ
の始まりを画すものであり，しかも後年，国家間の協力関係を模索するに際して，
ヨーロッパ各国がカースルレイ的会議体制に依拠せざるを得なかったという事実
は，国家間関係の歴史上のアイロニーの一例であり，また恐らく，国家間関係の
歴史における一教訓でもあろう。
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